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（百万円） （前年同期比）

連 結 売 上 高 44,166 3.7%

連 結 営 業 利 益 2,032 △� 9.8%

連 結 経 常 利 益 2,134 △� 7.2%

連 結 中 間 純 利 益 1,220 △�10.5%

第95期中間期
（平成20年４月１日～平成20年９月30日）

連結営業利益

0 1,000 2,000 4,0003,000 5,000
（百万円）

■中間期　■通期

1,623

2,124

4,642

3,347

3,903

2,350

第95期
（平成20年度）

第91期
（平成16年度）
第92期

（平成17年度）
第93期

（平成18年度）
第94期

（平成19年度） 4,006
2,252

2,032

第91期
（平成16年度）
第92期

（平成17年度）
第93期

（平成18年度）

（百万円）

第94期
（平成19年度）

連結経常利益

0 2,0001,000 3,000 4,000 5,000

■中間期　■通期

1,634

2,202

4,657

3,262

3,920

2,374

第95期
（平成20年度）

4,087
2,300

2,134

第91期
（平成16年度）
第92期

（平成17年度）
第93期

（平成18年度）

（百万円）

第94期
（平成19年度）
第95期

（平成20年度）

連結中間（当期）純利益

2,0001,0000 3,000 4,000 5,000

■中間期　■通期

971

329

3,718

△1,632

1,370
2,611

1,364
2,305

1,220

FINANCIAL HIGHLIGHTS財務ハイライト（連結）

010_0655801602012.indd   1 2008/11/18   16:20:28



2

MESSAGE TO OUR STOCKHOLDERS株主のみなさまへ

　株主のみなさまにおかれましては、ますますご清祥の

こととお喜び申しあげます。

　さて、ここに当社第95期中間期（平成20年４月１日

から平成20年９月30日まで）の事業の概況につきまし

て中間報告書をお届けいたします。

当中間期におけるわが国経済は、米国におけるサブプ

ライムローン問題に端を発した金融・株式市場の混乱か

ら、米国と欧州を中心に実体経済が減速し始めた影響

と、原油価格の大幅上昇や原材料価格高騰に伴う物価

上昇の加速、それに伴う実質所得の減少や消費者心理

の悪化などにより弱含みに推移しました。また、設備投

資の減少や輸出入の減速などにより、企業収益に悪化

の傾向が見られました。一方、物流業界では、荷動きに

鈍化傾向が見られ、燃料価格の高止まり、雇用状況の

逼迫による労務費用の増加など、物流を取り巻く環境は

依然として厳しい状況にありました。

このような状況のもと、当中間期における当社グルー

プの営業概況につきましては、次頁の「当社グループの

営業概況」に記載のとおりでございます。今後、景気の

先行き不透明感とともに、物流コスト削減やサービスレ

ベル向上の要請がさらに高まりつつあり、業界内の競争

が一層激しくなるものと予想されます。

当社グループでは、本年４月からスタートした「中期

経営計画」に基づき、その重点施策を継続的に進めてま

いります。具体的には、物流事業の強化策として、物流

施設・拠点の選択と集中を進め、４月に大阪支店尼崎営

業所開設、５月に大阪支店高槻営業所廃止、９月に亀山

物流センター開設、11月に新門司物流センター開設な

どを実施し、それらの施設の稼動率向上に努めてまいり

ます。さらにスクラップ・アンド・ビルドの施策を実施

し、経営の効率化を追求してまいります。また、経営基盤

の強化のため、人材の確保・育成、財務体質およびＩＴ

基盤の更なる強化策を実施してまいります。

　第95期中間配当につきましては、業績を勘案いたし

まして、１株につき4円とさせていただきます。

　今後とも、当社グループ一丸となり、お客様のご期待

にお応えできるサービスを提供することにより、社業の

発展と経営の強化に邁進する所存であります。

　株主のみなさまにおかれましては、今後とも格別の

ご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

　平成20年12月
取締役社長

経営環境

今後の課題

配当について
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当部門におきましては、期末保管残高は前年同期比2.5％
増の50万９千トンとなり、期中貨物入出庫トン数は前年
同期並み（331万トン）に推移しました。この結果、保管
貨物回転率は56.3％（前年同期56.1％）となりました。
物流加工業務の取扱量は、消費財を中心に堅調に推移しま
した。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同期比8.3％増の
160億７千６百万円の計上となりました。

当社グループの営業概況

当社グループは、本年４月１日からスタートした「中期経
営計画」に基づき、様々な課題に取り組んでまいりました。
物流拠点の整備に関しましては、本年９月、亀山地区に周辺
の液晶関連メーカーの貨物の取扱いを目的とした亀山物流セ
ンターを稼動させました。発展著しい同地区での新拠点を足
掛かりに積極的な営業活動を展開してまいります。また、北
九州地区におきましては、自動車部品関連の新門司物流セン
ターが本年11月に竣工しました。自動車産業の集積が進む
同地区におきまして、自動車部品関連製品の高品質物流への
取組みを進めてまいります。関西地区におきまして、高槻営
業所を閉鎖し、新たに尼崎営業所を本年４月に稼動させ、拠
点の整備を行いました。大阪港、神戸港のほぼ中間地点とい
う立地条件を生かし、貨物の集荷活動に注力してまいりま
す。四日市港の利用促進活動につきましては、本年２月の新
名神高速道路一部開通に伴い、四日市港の利便性が向上した

ことから、滋賀地区におけるコンテナ貨物の集荷活動を積極
的に進めてまいりました。さらにバルクコンテナ輸送、グリ
ーン物流の推進、モーダルシフトといった環境負荷軽減への
取組みについても、継続して進めてまいります。

これらの取組みの結果、総合物流事業では、全般的に堅
調な取扱実績となりました。

その他の事業につきましては、依然として厳しい環境下
でありましたが、業務の効率化や収支改善に努めました。

以上の結果、当中間期の連結売上高は、前年同期比3.7％
増の441億６千６百万円となりましたが、連結経常利益は、
燃料費の高騰や作業費の増加、また前期から継続して取り組
んでおります倉庫施設のスクラップ・アンド・ビルドに伴う
一時費用の発生の影響等により前年同期比7.2％減の21億
３千４百万円となり、連結中間純利益は、前年同期比10.5
％減の12億２千万円となりました。

倉庫業

数　量（トン） 金　額（百万円）

前 期 繰 越 高 473,815 100,465

当 中 間 期 入 庫 高 1,675,327 369,155

当 中 間 期 出 庫 高 1,639,615 358,774

当 中 間 期 末 残 高 509,527 110,847

倉庫保管貨物取扱量
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0

総 合 物 流 事 業

自動車産業の集積が進む九州地区での物流に対応するため、新門司物流
センターを建設いたしました。延床面積は15,035㎡、本年11月より稼動
しております。

売上高の推移
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当部門におきましては、四日市港における海上コンテナ
の取扱いは、実入りベースで７万１千本（20フィート換
算）と前年同期並みに推移しましたが、完成自動車の船積
み取扱台数は輸出用、国内用ともに増加し、石炭をはじめ
とする輸入原料の取扱量も増加したことから、全般的に堅
調な取扱いとなりました。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同期比2.9％増の
117億８百万円の計上となりました。

BUSINESS OVERVIEW

当部門におきましては、通運貨物の取扱量は、前年同期
比9.0％減の17万５千トンとなりましたが、貨物自動車
運送の取扱量は、合成樹脂、化学製品、海上コンテナ、食
料品を中心に増加し、前年同期比5.4％増の396万３千ト
ンとなり、全体の取扱量は前年同期比4.7％増の413万８
千トンとなりました。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同期比5.6％増の
97億４千万円の計上となりました。

当中間期（トン） 前中間期（トン）

船 内 荷 役 6,898,531 6,572,708

沿 岸 荷 役 3,664,052 3,329,494

（ 輸 出 貨 物 取 扱 ） 1,518,297 1,381,540

当中間期（トン） 前中間期（トン）

貨 物 自 動 車 運 送 3,963,598 3,759,793

鉄 道 利 用 運 送 175,170 192,565

陸上運送貨物取扱量

港湾運送貨物取扱量
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陸上運送業

港湾運送業

自動車の船積み作業は四日市港での重要な業務のひとつであり、海外向け
に年間17万台、国内向けに年間16万台を超える完成車が四日市港より各
地へ輸送されております。

売上高の推移

売上高の推移

一般消費財の店舗配送には商品の積卸しが早くできるパワーゲート車�
（写真）が主力となっております。今後も大手量販店向けの多頻度かつ�
高品質な物流サービスの提供に注力してまいります。
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BUSINESS OVERVIEW当社グループの営業概況

国際複合輸送業務につきましては、航空貨物の取扱量は
前年同期比15.4％減の9百トンとなり、海上輸送におけ
る輸出貨物の取扱量は前年同期比4.5％増の37万８千 
トンと増加したものの、全般的には低調な取扱いとなりま
した。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同期比5.8％減の
60億７千１百万円の計上となりました。

国際複合輸送業・その他

当中間期（トン） 前中間期（トン）

海 上 輸 送 貨 物 取 扱 633,638 626,095

航 空 輸 送 貨 物 取 扱 900
（3,110件）

1,064
（4,066件）

国際複合輸送貨物取扱量
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6,071

日系企業や外資系企業の進出
が相次いでいるベトナムにお
ける物流事情を調査するた
め、本年９月、ハノイに駐在員�
事務所を開設いたしました。
（�写真は当社が入居している
オフィスビル）
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0

714

1,423
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そ の 他 の 事 業
その他の事業では、自動車整備業における車検台数は、

前年同期に比べて増加しましたが、ゴルフ場の入場者数は
前年同期に比べて若干減少しました。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同期比20.3％減の
５億６千９百万円の計上となりました。

倉庫業
36.4％

その他の事業　1.3％

港湾運送業
26.5％

陸上運送業
22.1％

国際複合輸送業・
その他　13.7％

■ 事業セグメント別売上高比率

売上高の推移

売上高の推移
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TOPICS特集　亀山物流センター本稼動

　液晶関連企業の進出が相次ぎ、発展著しい亀山地区におきまして、新たな物流センターが本年８月に完成し、９月に稼
動いたしました。
　今回は、当社の最新鋭の物流拠点につきまして、ご紹介いたします。

施設の特徴

物流総合効率化法の認定を受けた環境に優しい倉庫

施設の概要

床 形 式 低床式、全フロア防塵床

垂 直 搬 送 機 ２基

定 温 設 備 20℃～25℃（２階部分　約453坪）

コンテナ作業 バンニング台常設

作 業 時 間 24時間365日の入出庫作業対応可能

環 境 対 策 太陽光発電設備、倉庫内蛍光灯等、環境に優しい
施設設計

所 在 地 三重県亀山市白木町砂子249-５

敷地面積 58,000㎡（17,545坪）

建物構造 鉄骨造２階建

延床面積 9,000㎡（2,722坪）

アクセス 東名阪自動車道亀山ＩＣより車で約５分

　同物流センターの事業計画は、物流の効率化、環境負荷の低減を目標としたものであり、物流総合効率化法に基づく認
定を受けました。
　当社グループでは、物流総合効率化法の施行（平成17年10月）以降、消費財物流センター（四日市）、東松山物流セン
ターに次いで３番目の認定となりました。

〈太陽光発電パネル〉

同物流センターの周辺地区は、新名神高速道路（亀山JCT～草津田上ＩＣ）の開通により利便性が向上しております。
今後は、この好立地を生かし、中部地区の主要な物流拠点として、液晶関連製品を中心に顧客の拡大を図ってまいります。
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OUTLINE OF  JAPAN TRANSCITY CORPORATION GROUP当社グループの概要

倉庫サービス
子　会　社
■ ㈱トランスシティサービス
■ 関西トランスシティサービス㈱
■ 四日市物流サービス㈱
■ 中部トランスシティサービス㈱
■ 鹿島トランスシティサービス㈱
■ トランスシティ
　 ロジスティクス中部㈱
■ ＹＴ物流サービス㈱
■ 水島トランスシティサービス㈱

関 連 会 社
■ 中部コールセンター㈱

港湾サービス
子　会　社
■ 四日市海運㈱
■ 朝日海運㈱
■ 四日市ポートサービス㈱
■ ㈱東西荷扱所
　 四日市シッピング㈱
　 ワイケイ物流サービス㈱

関 連 会 社
　 四日市梱包㈱

埠頭施設の管理運営
子　会　社
　 四日市コンテナターミナル㈱

トラック輸送
子　会　社
■ 四倉運輸㈱
■ 九州シティフレイト㈱
■ 鹿島シティフレイト㈱
■ 中部シティフレイト㈱
■ 大阪シティフレイト㈱
■ 関東シティフレイト㈱
 ＴＳトランスポート㈱

関 連 会 社
　 亀山トランスポート㈱

国際複合輸送
子　会　社
■ Trancy Logistics
　 America Corporation

■ Trancy Logistics
　 (Thailand)Co.,Ltd.

■ PT.Naditama-Trancy
　 Logistics Indonesia

　 Trancy Logistics(Singapore)
　 Pte.Ltd.

　 Trancy Logistics(H.K.)Ltd.

　 Trancy Logistics Philippines,
　 Inc.

　 Trancy Logistics(Europe)GmbH

　 Trancy Logistics Mexico
　 S.A. de C.V.

　 Trancy Logistics (Shanghai)
　 Co.,Ltd.

　 ㈱アーガスインターナショナル

関 連 会 社
　 Trancy Logistics(Malaysia)
　 Sdn.Bhd.

その他
子　会　社
■ ヨンソー開発㈱
　 （不動産業・建設業・
　  損害保険代理店）
■ 三鈴開発㈱　
　 （ゴルフ場）
■ セントラル自動車整備㈱
　 （自動車整備）
■ サンライズホーム㈱
　 （リース業）
■ トランスシティ
　 コンピュータサービス㈱
　 （コンピュータサービス）
　 ㈲エニー
　 ㈱三鈴緑化サービス

関 連 会 社
■ ㈱四日市ミート・センター
　 多度開発㈱
　 ㈱ニューポート

冷蔵倉庫
子　会　社
■ 極東冷蔵㈱　

倉庫賃貸
子　会　社
■ 四港サイロ㈱
■ 南大阪埠頭㈱

関 連 会 社
■ 四日市港国際物流センター㈱

輸　送
関 連 会 社
■ 高橋梱包運輸㈱

■ 連結子会社（28社）　

■ 持分法適用関連会社（4社） 

■ 持分法適用子会社（1社） 

サービス 

得　　　　　　意　　　　　　先 

倉　庫　業 港湾運送業 
その他の事業 

総合物流事業

陸上運送業 国際複合輸送業・その他
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NETWORK OF  JAPAN TRANSCITY CORPORATION GROUPグローバルネットワーク

デュッセルドルフ（ドイツ）

プラハ（チェコ）

大連（中国）

青島（中国）

上海（中国）

深圳（中国）

香港（中国）

マニラ（フィリピン）

ハノイ（ベトナム）

ロングビーチ（アメリカ）

エルパソ（アメリカ）

メアリスビル（アメリカ）

シンシナティ（アメリカ）

レキシントン（アメリカ）

サンアントニオ（アメリカ）

アグアスカリエンテス（メキシコ）

バンコク（タイ）

レムチャバン（タイ）

クアラルンプール（マレーシア）

クアンタン（マレーシア）

シンガポール

ジャカルタ（インドネシア）

スラバヤ（インドネシア）

1 1

2

3

4

5

6

7

8

9 2

3

4

5

6

10

11

12

13

14

1

11

2

8

7

9

10

12 1413

1
2

3

6

5

4

3

6

7

5

41

2

1

2

ヨーロッパ地域 中国・東南アジア地域 北米・メキシコ地域

7
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科　目 当中間期
（平成20年9月30日現在）

前　期
（平成20年3月31日現在）

負債の部

流動負債 20,404 25,256

 　支払手形及び営業未払金 7,727 8,168

　短期借入金 4,856 4,909

　一年内償還予定社債 1,500 8,000

　その他 6,319 4,178

固定負債 33,485 29,450

　社債 ― 1,500

　長期借入金 20,014 14,078

　再評価に係る繰延税金負債 5,281 5,281

　退職給付引当金 2,410 2,746

　その他 5,779 5,843

負債合計 53,889 54,706

純資産の部

株主資本 35,341 34,498

　資本金 8,428 8,428

　資本剰余金 6,735 6,737

　利益剰余金 20,961 19,978

　自己株式 △784 △645

評価・換算差額等 △357 △95

　その他有価証券評価差額金 1,674 1,838

　土地再評価差額金 △2,017 △2,017

　為替換算調整勘定 △14 83

少数株主持分 1,095 1,118

純資産合計 36,079 35,521

負債純資産合計 89,969 90,227

科　目 当中間期
（平成20年9月30日現在）

前　期
（平成20年3月31日現在）

資産の部

流動資産 25,820 27,667

　現金及び預金 9,484 11,571

　受取手形及び営業未収金 13,918 13,894

　たな卸資産 97 81

　その他 2,339 2,138

　貸倒引当金 △19 △17

固定資産 64,148 62,559

　有形固定資産 50,336 48,576

　無形固定資産 716 736

　投資その他の資産 13,095 13,246

資産合計 89,969 90,227

中間連結貸借対照表	 単位：百万円

財務諸表の概要（連結）

（単位未満切捨）

1
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科　目
当中間期

平成20年4月 1日から（平成20年9月30日まで）
前中間期

平成19年4月 1日から（平成19年9月30日まで）
売上高 44,166 42,604
売上原価 39,159 37,410

売上総利益 5,006 5,194
販売費及び一般管理費 2,974 2,941

営業利益 2,032 2,252
営業外収益 377 294

営業外費用 275 247

経常利益 2,134 2,300
特別利益 17 16

特別損失 63 41

税金等調整前中間純利益 2,089 2,274
法人税等 824 853

少数株主利益 44 57

中間純利益 1,220 1,364

中間連結損益計算書	 単位：百万円

有形固定資産

亀山物流センター・新門司物流センターの建設など
により、有形固定資産が増加しました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債80億円の償還により、長期借入金70億円を資
金調達しました。

CONSOLIDATED FINANCIAL DATA

（単位未満切捨）

科　目
当中間期

平成20年4月 1日から（平成20年9月30日まで）
前中間期

平成19年4月 1日から（平成19年9月30日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,820 1,162

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,392 △833

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,503 △1,169

現金及び現金同等物に係る換算差額 △46 54

現金及び現金同等物の増減額 △2,122 △786

現金及び現金同等物の期首残高 11,142 12,946

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 68 ―

現金及び現金同等物の中間期末残高 9,089 12,159

中間連結キャッシュ・フロー計算書	 単位：百万円
（単位未満切捨）

株主資本 評価・換算
差額等 少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年3月31日残高 8,428 6,737 19,978 △645 34,498 △95 1,118 35,521

中間会計期間中の変動額
剰余金の配当 △296 △296 △296

中間純利益 1,220 1,220 1,220

その他 △2 58 △138 △81 △261 △22 △366

中間会計期間中の変動額合計 ― △2 983 △138 842 △261 △22 557

平成20年9月30日残高 8,428 6,735 20,961 △784 35,341 △357 1,095 36,079

中間連結株主資本等変動計算書	 単位：百万円

（単位未満切捨）当中間期（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）

21

2
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100,000
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0
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FINANCIAL DATA GRAPH財務の概要グラフ（連結）
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科　目 当中間期
（平成20年9月30日現在）

前　期
（平成20年3月31日現在）

資産の部
流動資産 22,092 23,832
　現金及び預金 6,830 8,952
　受取手形 787 765
　営業未収金 12,566 12,350
　その他 1,922 1,778
　貸倒引当金 △15 △14
固定資産 54,328 52,573
　有形固定資産 41,294 39,272
　無形固定資産 693 711
　投資その他の資産 12,339 12,589

資産合計 76,420 76,405

科　目 当中間期
（平成20年9月30日現在）

前　期
（平成20年3月31日現在）

負債の部
流動負債 21,610 26,248
 　支払手形 1,385 1,407
　営業未払金 6,855 7,158
　短期借入金 6,857 6,666
　一年内償還予定社債 1,500 8,000
　その他 5,011 3,016
固定負債 24,096 19,635
　社債 ― 1,500
　長期借入金 15,942 9,679
　再評価に係る繰延税金負債 5,281 5,281
　退職給付引当金 1,357 1,625
　その他 1,514 1,549
負債合計 45,706 45,884
純資産の部
株主資本 31,129 30,813
　資本金 8,428 8,428
　資本剰余金 6,735 6,737
　利益剰余金 16,749 16,292
　自己株式 △783 △645
評価・換算差額等 △415 △291
　その他有価証券評価差額金 1,602 1,726
　土地再評価差額金 △2,017 △2,017
純資産合計 30,714 30,521
負債純資産合計 76,420 76,405

中間単体貸借対照表	 単位：百万円

中間単体損益計算書	 単位：百万円

科　目
当中間期

平成20年4月 1日から（平成20年9月30日まで）
前中間期

平成19年4月 1日から（平成19年9月30日まで）
売上高 41,162 39,821
売上原価 37,997 36,582
売上総利益 3,164 3,239
販売費及び一般管理費 1,871 1,790
営業利益 1,293 1,449
営業外収益 284 240
営業外費用 229 191
経常利益 1,348 1,498
特別利益 12 7
特別損失 55 37
税引前中間純利益 1,304 1,468
法人税等 551 579
中間純利益 752 888

NON-CONSOLIDATED FINANCIAL DATA財務諸表の概要（単体）

（単位未満切捨）

（単位未満切捨）
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CORPORATE DATA会社の概要（平成20年9月30日現在）

社 名 日本トランスシティ株式会社
英 文 社 名 Japan Transcity Corporation 

創 業 明治28年  7月12日 

設 立 昭和17年12月28日 

資 本 金 8,428,059,616円
上場取引所 東京（第一部）、名古屋（第一部）
証券コード 9310

従 業 員 数 2,147名（連結）
  777名（単体）

1. 倉庫業
2. 港湾運送業
3. 貨物自動車運送業
4. 貨物利用運送業及び代理業
5. 国際複合一貫輸送業及び代理業
6. 通関業
7. 不動産の売買、賃貸借及び管理業
8. その他

代 表 取 締 役
社 長 小 　 林 　 長 　 久

代 表 取 締 役
副 社 長 白 　 井 　 　 　 勇

代 表 取 締 役
専 務 取 締 役 小 　 津 　 　 　 勝

代 表 取 締 役
専 務 取 締 役 高 　 橋 　 典 　 夫

常 務 取 締 役 美 濃 部 　 義 　 昭

常 務 取 締 役 纐 　 纈 　 英 　 治

常 務 取 締 役 古 　 井 　 直 　 樹

常 務 取 締 役 八 　 代 　 雅 　 秀

常 務 取 締 役 小 　 川 　 　 　 謙

取締役相談役 小 　 菅 　 弘 　 正

取 締 役 国 　 分 　 一 　 美

取 締 役 戸 　 倉 　 章 　 仁

取 締 役 北 　 川 　 譲 　 治

取 締 役 平 　 子 　 隆 　 生

取 締 役 山 　 北 　 　 　 淳

監査役（常勤） 南 　 川 　 宣 　 久

監査役（常勤） 太 　 田 　 重 　 和

監 査 役 綿 貫 繁 夫

監 査 役 伊 藤 吾 郎

＊監査役 綿貫繁夫、監査役 伊藤吾郎の両氏は 
社外監査役であります。

本 社 〒510-8651
三重県四日市市千歳町6番地の6
電話 059-353-5211（代表）

中 部 支 社 〒510-0011 三重県四日市市霞二丁目1番地の1 四日市港ポートビル
（名古屋支店 〒450-0003 名古屋市中村区名駅南一丁目16番28号 NOF名古屋柳橋ビル）
関 東 支 社 〒100-0004 東京都千代田区大手町二丁目2番1号 新大手町ビルヂング

（ 東 京 支 店 同 　 上 　 ）
（国際営業部 同 　 上 　 ）
関 西 支 社 〒541-0054 大阪市中央区南本町三丁目6番14号 イトウビル

（ 大 阪 支 店 同 　 上 　 ）
運輸事業部 〒510-0052 三重県四日市市末広町8番10号

（ 鹿 島 支 店 〒314-0252 茨城県神栖市柳川4123番地）
SCM事業部    〒510-8651 三重県四日市市千歳町6番地の6
国際事業部 〒510-8651 三重県四日市市千歳町6番地の6

事業目的	

主要な事業所	

役　員	 	
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STOCK INFORMATION株式の概要（平成20年9月30日現在）

株式の状況	

株　主　名 持株数（千株） 出資比率（％）

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク 5,535 8.5

明治安田生命保険相互会社 4,000 6.1

東京海上日動火災保険株式会社 3,564 5.4

株式会社三菱東京UFJ銀行 2,993 4.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,815 4.3

株式会社百五銀行 2,682 4.1

株式会社三重銀行 2,668 4.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,596 4.0

日本トランスシティ社員持株会 2,398 3.7

蒼栄会 2,001 3.1

＊ 出資比率は、自己株式（1,662,274株）を控除して計算しております。

発行可能株式総数 240,000,000株
発行済株式の総数 67,142,417株
株主数 4,888名

大株主　上位10名	

株価および出来高の推移　	東京証券取引所　	
株価（円）

出来高（千株）’06.10 11 12 ’07.1 2 3 10 11 12 ’08.1 2 34 5 6 7 8 9 4 5 6 7 8 9
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株式についてのお知らせ

～平成21年１月５日施行の株券電子化実施に伴うお知らせ～

特別口座について

▶特別口座への口座残高の記帳

証券保管振替制度をご利用でない株主様につきましては、ご所有の株式は三菱UFJ信託銀行に開設される特別口座

に記録されます（平成21年１月26日に記録される予定です）。なお、特別口座に記録された株式数等のご案内は、

平成21年２月上旬頃にお届けのご住所宛にお送りする予定です。

▶特別口座に記録された株式に関するお手続き

特別口座に記録された株式に関するお手続き（株主様の口座への振替請求・単元未満株式買取（買増）請求・お届

出住所の変更・配当金の振込指定等）につきましては、株券電子化実施後、下記口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）

の連絡先にお問い合わせください。なお、特別口座に記録された株主様のお手続きにつきましては、三菱UFJ信託

銀行の全国本支店でお取次ぎいたします。

▶特別口座の口座管理機関および連絡先

特別口座の口座管理機関は、当社株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行となります。

▶特別口座の口座管理機関でのお手続きの受付の開始時期

特別口座に記録された株式についての、株主の口座への振替請求、単元未満株式買取（買増）請求等の各種ご請求

やお届出につきましては、平成21年１月26日（月）以降にお手続きが可能となりますので、ご留意ください。

◆ 口 座 管 理 機 関 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

◆ 連 絡 先 〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-232-711（通話料無料）
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INFORMATION

株券電子化前後における単元未満株式買取請求・買増請求のご請求について

株券電子化の前後においては、単元未満株式買取請求ならびに買増請求につきまして、以下のとおりとなりますの

で、ご留意ください。

▶証券保管振替制度をご利用でない単元未満株式に関するご請求

単元未満株式買取請求

平成21年１月５日（月）から平成21年１月25日（日）までは、受付をいたしません。

また、平成20年12月25日（木）から12月30日（火）までのご請求受付分につきましては、買取価格はご請

求受付日の終値を適用いたしますが、買取代金のお支払いを平成21年１月30日（金）とさせていただきます。

単元未満株式買増請求

平成20年12月12日（金）から平成21年１月25日（日）までは、受付をいたしません。

▶証券保管振替制度をご利用の単元未満株式に関するご請求

株券電子化実施の前後において、一定期間お取引の証券会社でお取次ぎを行わないと承っております。具体的な日

程につきましては、証券会社により異なることが考えられますので、お取引の証券会社にお問い合わせください。

株主様のご住所およびお名前のご登録について

株主様のご住所およびお名前の文字に、振替機関（証券保管振替機構）で指定されていない漢字等が含まれている場

合には、その全部または一部を振替機関が指定した文字に変換のうえ、株主名簿にご登録いたします。この場合、株

主様にお送りする通知物の宛名は、振替機関が指定した文字となりますのでご了承ください。

＜ご参考＞
株券電子化に関する詳細につきましては、証券決済制度改革推進センターのホームページに掲載されたQ＆A

（http://www.kessaicenter.com/kaikaku/kabuken10aa.pdf）等をご参照ください。
また、株券電子化に関するご質問・ご相談は、

「株券電子化」なんでも相談窓口（「株券電子化コールセンター（＊）」）
　TEL 0120-77-0915（通話料無料。平日・土曜／９：00～17：00）までお問い合わせください。
（＊）�株券電子化コールセンターは、㈱証券保管振替機構、日本証券業協会、㈱東京証券取引所が共同で運営する株券電子化についての相談

窓口です。
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事 業 年 度 4月1日～翌年3月31日

期末配当金受領株主確定日 3月31日

中間配当金受領株主確定日 9月30日

定 時 株 主 総 会 毎年6月

株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL 0120-232-711（通話料無料）

同 取 次 所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店（下記ご注意ご参照）

【株式に関するお手続き用紙のご請求について】
株式に関するお手続き用紙（お届出住所等の変更届、配当金振込指定書、単元未満株式買取請求書等）のご請求につき
ましては、以下のお電話ならびにインターネットにより24時間受け付けておりますので、ご利用ください。なお、株券
電子化実施後は、特別口座に記録された株式についてのお手続き用紙のみとなりますので、ご留意ください。

TEL 0120-244-479（通話料無料）
インターネットアドレス　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

上 場 取 引 所 東京証券取引所　名古屋証券取引所

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
公告掲載URL　http://www.trancy.co.jp

（ ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを得ない事由が生じた時には、
日本経済新聞に公告いたします。）

（ご注意）株主名簿管理人の「取次所」について
株券電子化後、株主様の各種お手続きは、原則として口座を開設されている証券会社経由で行っていただくこととなるため、
株主名簿管理人の「取次所」は、株券電子化の実施時をもって廃止いたします。
なお、未受領の配当金のお支払いにつきましては、引き続き株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行株式会社の全国本支店で
お支払いたします。
また、野村證券株式会社は、株券電子化実施後、当社株式につき、株主名簿管理人および特別口座管理機関としての取次業務
をいたしませんのでご留意ください。

INFORMATION FOR STOCKHOLDERS株主メモ
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HOMEPAGEホームページのご案内

当社ホームページでは、決算情報等の企業情報を掲載しておりますので、ご利用ください。

http: / /www. t rancy.co . jp

■What's New

■投資家情報

■サービス
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